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第５ 大規模自然災害への対応
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○ 土地改良事業は、良好な営農条件を備えた農地及び農業用水を確保し、これらの有効利用を図ることにより、農業の生産性の向上を促進すると
ともに、気候変動等による災害の防止又は軽減を図ることにより、農業生産活動が継続的に行われるようにするためのもの。
○ さらに、農業生産基盤及び農村生活環境の整備・保全を通じて、国民に不可欠な食料を安定供給する基盤であるとともに、多様な地域住民が
生活する場でもあり、多面的機能が発揮される場所である農村の振興にも大きな役割を果たしている。

１ 土地改良事業の目的
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・農地の区画拡大、排水改良等により、農作業の機械化・省力化を
可能とし、労働生産性の向上を実現

農地の区画拡大、汎用化、畑地かんがい
施設等の整備 水田の標準区画以上整備率と稲作労働時間

・水田の汎用化・畑地化、畑地かんがい施設等により、農作物の
収量増加、品質向上、園芸作物への転換を可能とし、土地生産
性の向上を図るなど、生産の自由度を高めるもの

環境用水として活用
（親水空間の創出）

防火用水として活用

・農業水利施設は284万ha（全農地面積の2/3）に対し安定的にかんがい用水を供給

・国土の保全や健全な水循環の
維持・形成に寄与

・地域用水機能を発揮

・排水条件の改善や水田の乾田化により、農作業の機械化及び多様な農業
経営を実現し、低平地における有効な土地利用を確保し、湛水被害を抑
制することで、農村の安全・安心な暮らしの確保に貢献 ・農村インフラ（農道、農業集落排水施設等）の整備により、

農村に人が住み続けられる環境を確保

・基盤整備を契機とした６次産業化の取組等により、
農村における所得の向上及び雇用機会の創出を実現

大区画ほ場における営農

農業生産性の向上 安定的な農業用水の確保

排水条件の改善・湛水被害の抑制 農村の振興

排水機場、排水路の整備 農業集落排水、農道の整備 生産・販売施設（直売所・
加工施設等）の整備
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国営
2,499か所

県営等
10,338か所

非超過
10,781か所

全体100％
（23,618か所）

２－１ 農業・農村をめぐる情勢及び課題
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１ 食料安全保障を取り巻く環境の変化 ２ 農業者の減少に伴う農業生産活動等への影響

３ 農業生産基盤・農村インフラの脆弱化 ４ 自然災害リスクの増大

５ 持続可能な環境配慮の主流化

６ 農業・農村の多様性への配慮

○ 食料の輸入価格は上昇し、安定的な輸入にも懸念 ○ 農村人口の減少により集落による共同活動により支えられてきた農業生産活動への影響
だけでなく、農村の地域社会の維持も懸念

○ 農地面積は、
毎年約３万haずつ減少

基幹的な農業水利
施設は標準耐用年数
を超過した施設が
54％

農道橋は供用開始
後20年を経過する
ものの割合が84%

○集中豪雨の激甚化・頻発化

※ 棒グラフ（緑）は年ごとの発生回数、折れ線
（青）は５年移動平均地、直線（赤）は期間
にわたる長期変化傾向（トレンド）を示す

資料：気象庁HP「大雨や猛暑日など
（極端現象）のこれまでの変化」

1時間降水50㎜以上となった年間の回数
○大規模地震による被災リスク

南海トラフ巨大地震の震度分布

○ 温室効果ガスの発生、水質悪
化等、農業による気候変動及び
生物多様性への影響が懸念

○ 経営形態・経営規模の多様化
○ 高齢化・人口減少、混住化、土地持ち非農家の増加等の構造変化

７ 建設業を取り巻く情勢の変化
○ 働き方改革（令和６年４月から時間外労働の上限規制が適用）
○ 労務単価、建設資材の価格の上昇
○ 従事者の高齢化 ⇒ 技能の継承、担い手の確保が必要
○ 農村の人口減少・高齢化 ⇒ 農業水利施設等の維持管理への参加が必要
○ 自然災害の激甚化・頻発化 ⇒ 迅速かつ的確な災害対応能力の強化が必要
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シェア（％）

資料：「Global Trade Atlas」を基に農
林水産省作成

注：経済規模とデータ制約を考慮して対
象とした41ヵ国のうち、純輸入額
（輸入額-輸出額）がプラスと
なった国の純輸入額から作成。
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2021年
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資料：農林水産省「耕地及び作付面積統計」
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資料：日本：「日本国温室効果ガスインベントリ報告書（2022年）」に基づき、
環境バイオマス政策課が作成

基幹的農業従事者数の推移

1998年
純輸入額計

1,341億ドル

農林水産物純輸入額の国別割合 総戸数が９戸以下の農業集落の割合

資料：農林水産省「農林業センサス」

資料：気象庁HP「南海トラフ地震で想定される進度や津波の高さ」

増加傾向

日本のメタン排出量

○ 基幹的農業従事者数は2000年の240万人から2024年の111万人に半減

○農業用ため池の被災

R4.8月の豪雨（山形県）

（農道橋）

50年以上
6%

40～49年
17%

30～39年
28%

20～29年
32%

10～19年
13%

20年以上
84% 

○ 農業水利施設・農村インフラの老朽化が進行

○ 世界人口の増加、気候変動によって頻発化する異常気象により、食料需給が不安定化

資料：農林水産省「農林業センサス」（2024年のみ「農業構造動態調査」であり第一報）。
注：基幹的農業従事者とは、15歳以上の世帯員のうち、ふだん仕事として主に自営農業に従事している者

（雇用者は含まない）。
2010年までの数値は販売農家であり、2015年以降は個人経営体の数値であることに留意。

資料：農林水産省「農林業センサス」（2024年のみ「農業構造動態調査」であり第一報）

標準耐用年数を
超過した施設
54% 

0～9年
1%

不明
3%



２－２ 土地改良事業の新たな視点
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○ 農業者の減少、施設の老朽化、自然災害リスクの高まり等、我が国の農業・農村を取り巻く情勢を踏まえると、土地改良事業の実施に当たっては、
これまで以上に新しい視点を取り入れていくことが求められる。

食料安全保障の
状況変化

農業者の減少

農業水利施設の
老朽化

自然災害リスクの増大

農村人口の減少

環境の持続可能性

渇水・高温への
対応

スマート農業
の推進

農地の集積・
集約化

消費者ニーズ
への対応

輸出促進

施設の
機能保全

農業用水の
安定供給

継続的な
農業生産活動

地域社会の
維持

人が住み続け
られる環境

環境負荷低減

農村関係人口
の増大

豪雨・地震への
対応

渇水・高温への
対応

農地の集積・
集約化

施設の
機能保全

地域社会の

環境負荷低減

◆管理作業の省力化整備
◆農地の大区画化

◆畑地かんがい施設の整備等の畑
地整備

◆水田の汎用化・畑地化

◆施設の保全管理
※最新技術も活用

◆農業水利施設（ダム、堰、
水路、機場等）の更新整備
※計画的な補修・更新、状況に応じた
迅速な補強等

◆水資源の有効な活用、
渇水調整

◆排水機場、排水路の整備
※将来予測に基づく計画策定手法の導入等
◆農業用ため池の防災・減災対策

※防災重点農業用ため池の防災工事等 ◆生活インフラの整備
（農業集落排水施設・農道の再編・
集約、保全対策）

◆体制強化を通じた地域共同
による農地の保全

◆情報通信環境の整備

◆施設の長寿命化・耐震化

◆施設の省エネ化・再エネ利用

土地改良

広報

◆生産基盤と生産・販売施設等の総合
的な整備

※地域資源を活用した取組と連携

食料・農業・農村への
国民理解の醸成人材育成

技術開発

産学官の連携・研修

環境

生産性向上に
向けた農地整備

農業用水の
安定供給

農業・農村の
強靱化 農村の振興



３ 土地改良事業の基本的な方向性と政策課題

○ 改正基本法、新たな食料・農業・農村基本計画、改正土地改良法等を踏まえ、情勢変化が生じる状況においても、農業生産基盤の整備・保全
を通じた生産性の向上、農業生産活動の継続的な実施、農村の振興等を図る。

食料・農業・農村基本法の改正 食料・農業・農村基本計画の策定

土地改良法の改正

第４のⅠ 我が国の食料供給

２ 食料自給力の確保

（３）農業の生産基盤の確保に向けた取組

② 農業生産基盤の整備・保全

（４）生産性向上に向けた取組

① 生産性向上に対応した基盤整備

ア スマート農業、国内の需要等を踏まえた生産に対応
した基盤整備

イ 農業水利施設の戦略的な保全管理

ウ 農業・農村の強靱化に向けた防災・減災対策

●目的規定及び土地改良長期計画に関する規定
改正後の食料・農業・農村基本法の方向性に即したものとする。

第１条 目的及び原則
土地改良法は、農用地の改良、開発、保全及び集団化に関する事業を適正かつ円滑

に実施するために必要な事項を定めて、農業生産の基盤の整備及び保全を図り、もつ
て農業の生産性の向上、農業生産の増大、消費者の需要に即した農業生産の推進、農
業構造の改善及び農業生産活動の継続的な実施に資することを目的とする。

食料安全保障の確保（新たに規定）

環境と調和のとれた食料システムの確立（新たに規定）

農業の持続的な発展
＜基本理念＞生産性向上・付加価値向上・環境負荷低減により農業の持続的な発展が図られなければならない旨の追記
＜基本的施策＞

第29条 農業生産の基盤の整備及び保全
生産性の向上に加え、防災・減災を図ることにより農業生産活動が継続的に行われるようにすること等の追記

農村の振興
＜基本理念＞地域社会が維持されるよう農村の振興が図られなければならない旨の追記
＜基本的施策＞

・第44条 農地の保全に資する共同活動の促進
・第45条 地域の資源を活用した事業活動の促進 等が新たに規定

国土強靱化実施中期計画（素案）の策定

＜推進が特に必要となる施策＞
いつどこで発生してもおかしくない大規模自然災害に備え、一人でも多くの国民の生命・
財産・暮らしを守るため、おおむね20年から30年程度の期間を一つの目安として、国土強
靱化のレベルを一段上の水準まで引き上げることを念頭に検討・設定

●所要の措置
・申請によらない国等による基幹的な農業水利施設の更新事業の創設
・土地改良区が地域の関係者と連携して行う農業水利施設等の保全に係る制度の創設
・急施の事業への老朽化による事故及び再度災害を防止するための事業の追加 等

＜計画期間＞ 令和８年度から12年度までの５年間

＜事業規模＞ おおむね20兆円強程度

（土地改良事業関係の施策）
・防災重点農業用ため池の防災・減災対策の推進
・「田んぼダム」等の取組の推進
・農業水利施設等の機能診断を踏まえた保全対策 等

（土地改良事業の位置付け）




